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１．議案
・平成20年度事業報告書（案）および決算報告書

（案）の承認
・平成21年度事業計画書（案）および収支予算書

（案）の承認
・役員の一部変更（案）
等が審議され、原案通りに承認されました。

２．平成21年度の重点推進事項
１）プロダクト・スチュワードシップ（PS）の一層の
　　強化、推進
２）RCLGとの連携によるレスポンシブル・ケア活動の
　　普及
３）検証活動の充実による説明責任の遂行
４）レスポンシブル・ケア活動の継続的な改善推進と
　　普及
５）レスポンシブル・ケア活動の社会に対する認知度
　　のさらなる向上

３．平成21年度事業計画
　「国際化学工業協会協議会（ICCA）下のレスポンシ
ブル・ケアリーダーシップグループ（RCLG）の方針に
則った活動の展開」の浸透を中心に、活動を進める。
１）プロダクト・スチュワードシップ（PS）の一層の
　　強化、推進
　世界的な化学物質管理のさらなる充実が求められる

第15回通常総会開催
中で、再編したPSワーキンググループを中心として、
日化協と緊密に連携を保ちながら、会員企業の活動の
支援策を立案・実行する。
２）RCLGとの連携によるレスポンシブル・ケア活動の
　　普及
・化学品政策・健康リーダーシップグループと連携

し、アジア地区でPSワークショップを共同開催す
る。

・アジア太平洋レスポンシブル・ケア機構（APRO）
の議長国として、2009年10月に第11回アジア太平洋
レスポンシブル・ケア会議（APRCC）を東京にて開
催する。

・日本貿易振興機構（JETRO）と協力し、現地での研
修会を開き、アジア地域でのRC普及や化学品管理政
策の策定・実践を支援。

３）検証活動の充実による説明責任の遂行
・検証内容の公平性アップと平準化
・RCLGグローバル検証制度への適切な対応
４）RC活動の継続的な改善推進と普及
　下記方策を推進することにより、RC活動のレベル
アップを図る。
・会員交流会、勉強会の企画立案
・RCベストプラクティスの共有推進
・会員のグループ企業登録の積極的推進
５）RC活動の社会に対する認知度のさらなる向上
　以下の方策を推進することにより、RC活動の成果に
ついて、幅広くステークホルダーから評価を受けると
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ともに、対話を通じ相互理解が得られるように努める。
・報告書報告会、地域および市民対話、PS活動および広報活動な

どの場において、ステークホルダーの幅をさらに広げるよう努力
する。

・報告書内容の充実やカラー化を進め、読者が興味を持つ報告書作
りを目指す。また「レスポンシブル・ケアを知っていますか」の
改訂にあたり、ページ数の削減やイラスト・写真などにより、一
般市民に読みやすい冊子とする。

・地域対話、市民対話、学校の先生との対話等を継続し、RC活動
に対する社会の理解を深める。

　2009年5月28日（木）、ザ・プリンスパークタワー東京　コンベンションホールEにお
いて、米倉会長以下役員、顧問、会員企業の関係者88名の出席のもと、日本レスポンシブ
ル・ケア協議会の平成21年度第15回通常総会が開催されました。

【平成21年度役員】
役員交代
　退任：監事　松崎　正年（コニカミノルタホールディングス㈱
　　　　　　　　　　　　　代表取締役　社長）
　補任：監事　石河　　宏（コニカミノルタホールディングス㈱
　　　　　　　　　　　　　取締役　常務執行役）

今年度役員
　会　長　　米倉　弘昌（住友化学㈱　会長）
　副会長　　藤吉　建二（三井化学㈱　会長）
　監　事　　瀬川　達夫（㈱トクヤマ　取締役）
　監　事　　石河　　宏（コニカミノルタホールディングス㈱　
　　　　　　　　　　　　取締役　常務執行役）
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　本日は、ご多忙の中、第１５回日本レスポンシブル・
ケア協議会通常総会にご出席いただき、誠にありがとう
ございます。開会にあたりまして、一言ご挨拶申し上げ
ます。

　ご存知のように、レスポンシブル・ケア（RC）活動は、
１９８５年にカナダで始められ、その後、国際化学工業協
会協議会（ICCA）を中心として世界中で展開され、現
在５３の国と地域で活動が行われております。日本では、
１９９５年に当協議会を設立して活動を開始し、近年では
CSR やコンプライアンスの視点も取り入れて活動して
おり、まさに“化学企業の持続的発展”の根幹をなす活
動となっております。

　皆様ご承知のように、一昨年のサブプライムローン問
題に端を発して、世界の金融業が恐慌というべき状況に
陥りました。金融恐慌は当然ながら実経済に波及し、破
綻の危機に陥った米国のビッグ３に象徴されるように、
世界経済が未曾有の状況に直面しています。化学を含む
全ての産業が、この状況を克服すべく努力しており、ま
た各国政府による緊急支援もあり、ごく一部ではありま
すが、ようやく好転の兆しも見えてまいりました。
　このような極めて厳しい経済状況が続いているなか
ではありますが、一般社会およびステークホルダーから
の信頼をさらに向上させるためには、我々化学企業が他
産業に先駆けて実践し、かつ成果を上げてまいりました
RC活動の歩みを、止めるわけにはまいりません。

　JRCCでは昨年度で 3年間の中期計画が終了し、本年
度からは次なる中期計画を立て、新たな活動目標を定め
ました。基本方針は、ICCAの方針の下で世界の化学業
界と協力し、RCの普及にさらに努めるということです。
　その中で重要な課題は、プロダクト・スチュワード
シップに基づき、バリューチェーンに沿って化学製品の
管理を進めるということです。化学製品は人々の豊かで
便利な生活に欠かすことのできないものであり、これを

ＪＲＣＣ第１５回通常総会
米倉会長　挨拶

安全に使えるように管理することは、化学企業の使命で
す。（社）日本化学工業協会と連携し、活動を推し進めて
まいります。

　また、日本は RC活動の先進国として、ＡＳＥＡＮ諸国
の活動をサポートし、リードしていかねばなりません。
昨年度から、アジアとパシフィック地域の１２カ国で構
成されるアジア・パシフィック　レスポンシブル・ケア
機構（APRO）の議長国となり、第１１回アジア・パシ
フィック　レスポンシブル・ケア会議（APRCC）を本
年１０月に東京で開催すべく、会員の皆様の協力を得て、
準備を進めているところです。
　国内活動では、RC活動の質を高めるため、会員企業
間の情報交換と勉強の場として、会員交流会・勉強会を
開催しております。２００７年度からは ｢レスポンシブル
･ケア賞」を設け、優れた RC活動を実践された個人・
グループを表彰しています。
　さらに、RC活動の特徴の一つである社会との対話に
つきましては、１５地域において事業所の周辺住民の方々
との定期的な対話集会を行っています。住民の方々に加
え、行政、環境保護団体、学校の先生など参加者の幅も
広がり、また参加者の数も年々増加し、活発な討議が行
われ、相互理解促進という観点から、その存在意義が高
く評価されています。
　一方、RC活動の透明性を高めるためには、第三者に
よる検証が効果的であり、２００２年度の検証制度確立以
来、活動検証と報告書検証を受審した企業は、累計で
３４社になっています。

　先ほど申しましたように、厳しい経済状況の下ではご
ざいますが、我々化学業界はRC活動の歩みを止めるわ
けにはまいりません。今後ともRC活動を積極的に推進
し、“社会からの信頼の向上に努める”ため、会員の皆
様の一層のご支援、ご協力をお願い申し上げます。
　簡単ではございますが、通常総会開会のご挨拶とさせ
ていただきます。ありがとうございました。
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活動の内容（概要）
・地域の青少年の育成のため、中学校に講師派遣を１０年間
実施。また中学校理科教師のスキル向上等にも協力。

・地域防災活動の下支えのため、従業員・OBによるボラン
ティアクラブ設立。

・水源地の森を守る植林活動と管理活動。
・その他スポーツ交流、文化活動を推進。
・千葉県土気に開所した１９９４年から継続している活動。
・分析機器の見学、子供向けの実験ショー、ミニコンサート
などを実施。

・また千葉県との協働による「CO2ダイエットキャンペー
ン」等も紹介。

・最近では７００人近くの参加者があり、再来者が大変多い。
・環境省の「エコインターンシップ」制度に初回から参加し
てインターン生を受け入れ、化学物質管理とリスクコミュ
ニケーションの体験実習を実施。

・海外研修生の受け入れは、JICAと大阪市が開設した「大
気汚染防止研修コース」に参加して１９９４年から実施して
いる。

・地域の小中学校に出前授業として化学実験を行うととも
に、公共の環境施設への社会見学会にも協力している。

JRCCレスポンシブル・ケア賞の表彰式行われる
　第 3回の JRCCレスポン
シブル・ケア賞は春号でお
知らせの通り下記の方々に
決定し、7 月 16 日に開催
された上期会員交流会で表
彰式が行われました。その
後、受賞された各グループ
の代表者から活動内容の紹
介をしていただきました。

会員名、受賞者名
旭化成㈱延岡支社
上荷田　洋一
敷石　輝幸
松田　和己

昭和電工㈱
研究開発センター
三浦　　進
大平　　均
永島　哲夫

住友化学㈱大阪工場
村田　　明
二位　正人
山口　利隆

表彰テーマ
主要生産地区（宮崎県延岡市）
における、多面的なコミュニ
ケーションと地域貢献活動の
継続的実施

研究開発センター公開によ
る、地域社会とのコミュニ
ケーションの実現及び環境負
荷低減活動紹介での環境意識
向上

環境保全に関する学生と海外
研修生とのコミュニケーショ
ンの推進

旭化成　上荷田さん 昭和電工　三浦さん 住友化学　村田さん

第3回
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独自の発想で製品を生み出す
技術開発型企業

——クレハの特徴を聞かせてください。
重田　当社は 1944 年に呉羽紡績の化学工業薬品・化学
肥料製造部門が分離・独立して設立されました。発足以
来、技術導入に頼らず独自の発想で製品を開発し、事業
を拡大してきた技術開発型企業です。その端緒となった
のが塩化ビニリデン樹脂の研究開発・加工であり、これ
は食品包装材料「NEW クレラップ」として消費者の皆
さんもご存知だと思います。2001 年以降、機能化学品
分野への選択と集中を進め、高機能材、医薬・農薬、ハ
イバリア包装材を中心に事業を展開しています。エクセ
レント・カンパニーを目指すという方向性を明確にし、

「人と自然を大切にします」「常に変革を行い成長し続け
ます」「価値ある商品を創出して、社会の発展に貢献し
ます」という新しい企業理念を 2005 年に制定しました。

従業員数は単体で 1,250 人、連結で約 4,000 人、2008 年
度の売上高は単体 866 億円、連結 1,437 億円でした。
——レスポンシブル・ケア導入までの経緯は？
重田　当社は 1 社 1 事業所ですから、公害や事故・災害
などで操業が停止すれば会社の存続が危うくなります。
従って、以前から環境・保安防災活動には力を入れてき
ました。特に塩素ガスの漏洩や高圧ガスによる爆発事故
等、地域の方々や従業員の生命・健康に被害を及ぼすこ
とは絶対にあってはならないという決意で臨んできま
した。その時々の技術水準の中で最善を尽くしてきたと
自負しています。レスポンシブル・ケア導入に関しては
JRCC 設立準備期間中である 1994 年 4 月に環境安全規
程を制定し、1995 年の JRCC 発足と同時に加入、事業
所を中心として活動をスタートしました。

経営側の意思決定がスムーズに

——組織・体制の変更等は行いましたか。
重田　活動そのものは従来の本社環境保安部と事業所
の環境安全部が主体となって進めましたが、レスポンシ
ブル・ケア実施宣言やレスポンシブル・ケア方針の策定
と並行して技術部門の役員を委員長とし、他の役員で構
成するレスポンシブル・ケア委員会を立ち上げました。
まず、経営陣の認識を統一することが重要と考えました
ので…。最近、RC 部と品質保証部からなる RC 本部を
設置し、本社及び事業所の活動を一元的に管理する体制
を強化しました。
——現場の反応はいかがでしたか。
重田　最初はレスポンシブル・ケアという言葉自体に戸
惑いが見られましたね。ただし当時は PRTR 法制定や
省エネルギー法改正といった社会的要請もあり、活動は

地域、

そして社会全体から    信頼される会社を目指します。

from
 M

em
bers

株式会社クレハ

専務執行役員　研究開発、RC本部管掌　エンジニアリング本部長　重田　昌友さん

いわき事業所全景
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地域、

そして社会全体から    信頼される会社を目指します。

スムーズに移行できたと思います。これまで個別に行わ
れていた環境・保安防災・労働安全衛生等の取り組みを
一体化するきっかけになりました。
——活動開始後、変化した点はありますか。
重田　レスポンシブル・ケア委員会で活動全体を包括的
に議論することにより、環境経営における計画策定や設
備投資などの意思決定が行いやすくなったと感じてい
ます。現場においては、これまでは規制値をクリアする
ことが目標でしたが、法律以前に自主的に削減しようと
いう意識、レスポンシブル・ケアの理念が浸透したと思
います。また、ISO や OHSAS といったマネジメントシ
ステムの導入により、活動を体系的に管理し数値目標を
設定することで、意欲的に取り組めるという効果も見ら
れます。担当者にとってはデータ収集や文書化等、負担
が増えたかもしれませんが、具体的な成果が目に見える
形であらわれれば励みになるのではないでしょうか。

対話集会で地域との信頼関係を強化

——研究開発部門でのレスポンシブル・ケア活動は？
重田　各研究所で安全衛生委員会を定期的に開催し、特
にゼロ災、廃棄物の削減や薬品の保管等に留意しながら
活動しています。新規化学物質に関しては、環境負荷と
健康影響を見極めてから開発に着手するようにしてい
ます。
——環境対応製品には、どのようなものがありますか。
重田　今後、ハイブリッド車に搭載されるリチウムイオ
ン電池の素材となるフッ化ビニリデン樹脂や炭素材料、
太陽電池パネルの製造に欠かせない炭素繊維等が挙げ
られます。現在、力を入れているのは PET の 100 倍以
上のガスバリア性を持つポリグリコール酸（PGA）の
製品化です。これを PET と組み合わせることで、PET
使用量の削減が可能となります。また PGA は生分解性が
高く、環境に優しい素材として将来性を見込んでいます。
——社会とのコミュニケーションに力を入れていると
聞きましたが…。
重田　1 社 1 事業所という特徴から、地域との共生を常
に念頭に置いています。福島県いわき市の事業所では
2003 年から毎年、住民の方々との地域対話集会を開催
し、当社の生産活動及びレスポンシブル・ケア活動に関
する理解を深めていただくよう努めてきました。最初は
報告書の内容に沿った説明が中心でしたが、毎回アン

ケートを取り、2 回目以降はその結果を反映したテーマ
を選ぶことで、グループ会社の活動も含めて活発な意見
交換が行われています。これからも正しい情報を判りや
すく伝え、住民の皆さんの要望にお応えしながら、信頼
関係の強化を図っていきたいと考えています。

階層別の情報交換の場を

——今後の目標を聞かせてください。
重田　化学物質は危険なものというイメージがあり、あ
る部分では真実かもしれませんが、それを上手くコント
ロールして世の中に価値ある製品を提供していくこと
に化学企業の存在意義があると思います。そのために、
より良い製品を供給することに加え、レスポンシブル・
ケア活動の更なる充実を図り、地域、そして社会全体か
ら信頼される会社を目指していきたいと考えています。
これは、社員が誇りを持って働ける会社ということにも
繋がると思っています。
——JRCCに対する要望はありますか。
重田　レスポンシブル・ケアには様々な活動があります
が、一企業だけの工夫では活性化にも限界があり、自己
満足に陥るケースも出てくると思います。各社の活動に
刺激を与えるために現在も会員交流会等が行われてい
ますが、更に拡げて工場長・部課長・職長といった階層
別に情報・意見交換を行う機会があれば良いと感じてい
ます。またレスポンシブル・ケア活動の成果と共に、化
学産業がいかに人々の豊かな生活に寄与しているか、省
エネルギー・省資源をはじめとする環境問題に貢献して
いるかといったことを世の中に PR していただきたいで
すね。

第50回
from Members

�

レスポンシブル・ケア地域対話集会
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住友化学株式会社
大分工場

環境モニターの方々の工場見学

目的として挨拶運動や相互職場パトロールを展開し、ルー

ル遵守の徹底を目的としてグループ会社や常駐協力会社と

共にセーフティドライバー（ＳＤ）カード取り組み活動を展

開しています。また熱中症対策として熱中症予報を毎朝構

内放送すると共に、体を冷やすクーリングブースを工事現

場に設置するなど、構内一体となった安全衛生活動を心掛

けています。

地域とのコミュニケーション

　大分工場では、隔年で交互に開催する大分地区ＲＣ地域対

話、大分地区独自のＲＣミニ集会に毎回参画しています。Ｒ

Ｃミニ集会とは地域企業担当者と住民とが各々円卓を囲ん

で意見交換をするものであり、今年３月開催の第３回集会

では地域住民６７名を含む１１６名の方が参加しました。また

周辺の自治会より選ばれた方々に環境モニターを委嘱し、

臭気など環境影響について日頃から情報提供していただき、

年２回の会議では工場見学を交えながら忌憚のない意見交

換をしています。一方、親しみやすい開かれた工場を目指し、

近隣の小中学校を対象にした化学等の体験型授業を行う『出

前授業』を実施し、地域向け広報紙『つるさき』を約６０００

世帯のご家庭に年２回配布しています。

事業所概要

　住友化学㈱大分工場は、碁盤目のように整然とレイアウ

トされており、構内には樹齢約６０年のクスノキをはじめ、

イチョウ、サンゴジュなど、約２万本の樹木が生い茂って

います。大分工場は、１９３９年、当時のわが国染料業界を代

表する日本染料製造㈱の染料中間体工場として、大分県大

野川河口の地、鶴崎に建設されました。その後１９４４年に住

友化学㈱と合併し、それ以来、染料中間体から農薬、化成品、

医薬原体と事業領域を広げ、現在は住友化学グループのラ

イフサイエンスケミカルを中心とするファインケミカル事

業のグローバル展開を支える中核工場として、様々なニー

ズに応えています。

レスポンシブル・ケア活動

　１９９８年３月に認証登録したＩＳＯ１４００１システムを活用し

環境保全活動に取り組んでいます。工場周辺の環境を守る

観点から、臭気等の外部問合せには精力的に対応すると共

に、臭気や騒音についての内部通報、除害作業など非定常

作業での環境アセスメント並びに関係部門の認識統一とし

て臭気発生可能性作業等の事前連絡を徹底しています。環

境負荷低減への取り組みとして、燃え殻の最終埋立処分量削

減を推進しており、２００８年度は９０年度比９９.５%減を達成し

ています。

　保安防災活動では、工場セキュリティ強化のため、入場

者の認証を確実に行うべく、今年４月から入場者のＲＦ—Ｉ

Ｄカード認証システムを導入しました。地域を含めた危機

管理体制の強化を目指し、防災ＣＳＲの取り組みを推進して

おり、大分県内の高圧ガス輸送車両事故並びに毒劇物漏洩

危険事故発生時には応援出動し、技術指導及び防災資機材

の提供を実施しています。

　また労働安全衛生管理システム（ＯＳＨＭＳ）に基づいて

安全衛生活動に取り組み、相互啓発型の安全文化を目指し

ています。世代交代におけるコミュニケーションの充実を

工場全景

RCミニ集会
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日本カーリット株式会社
群馬工場

工場概要

　群馬工場は、１９３４年に社名であるカーリット爆薬の原料

である過塩素酸アンモニウム（ＡＰ）の製造を主として群馬

県渋川市に発足しました。当工場は、関越自動車道の渋川伊

香保ＩＣに近く、利根川に面した２２７千ｍ２の敷地面積を有し

ています。その後７５年にわたって幅広く事業を展開し、漂

白剤などの原料やロケットの固体燃料など幅広い分野で利用

されるオキシ塩素化合物、除草剤･殺菌剤などの農業薬品、

電極、電解技術を駆使したプラント事業を行うとともに近年

では、高度情報化時代における新しい機能性材料（有機固体

電解コンデンサ用電解質、近赤外線吸収色素、電荷調整剤、

イオン導電性付与剤等）、さらに高性能電気二重層キャパシタ

用電解液など環境に配慮した製品作りに取り組んでいます。

レスポンシブル･ケア活動

　当社は、２００２年にＪＲＣＣに入会しＲＣ活動を通じて研究開

発から廃棄に至るまでの全サイクルにわたって改善活動を行

い、その結果をホームページで公表すると共にお客様そして

社会に安心してご使用いただける製品作りに向け、製品に用

いる原材料中の有害化学物質についても管理の徹底を推進し

ています。またＩＳＯ９００１を１９９９年に、ＩＳＯ１４００１を２００１

年に認証取得し、工場はもとより営業所にも拡大登録を行い

全社システムとしての運用を図る中でＰＤＣＡサイクルを回

し継続的改善に取り組んでいます。　

　環境活動の取り組みとしては、環境負荷の少ない光電子、

エネルギーデバイス、機能材料等の製品の開発に積極的に取

り組み皆様に提供しています。また従来の電力多消費型製品

（人造研削材）から省エネルギー型の機能性材料への転換、

小型環流ボイラー導入による自動制御運転等により総エネル

ギー消費量の削減を図った結果、ＣＯ2 排出量は１９９０年度と

比較して２００８年度は５６％減を達成し、日本化学工業協会の

削減目標１０％を大幅にクリアしています。

　安全防災活動の取り組みとしては、危険物製造事業所とし

て災害防止の危険予知活動（ヒヤリハット活動、ＫＹ活動な

ど）及びリスクアセスメントを実施し、災害ゼロ活動を推進

しています。

　また、消防署の協力を得ながら総合防災訓練や心肺蘇生法

を含む救命救急法を実体験する中で社員の防災意識の向上に

努めています。

地域とのコミュニケーション

　化学メーカーとして地域に根ざす企業として、工場周辺の

清掃作業、清掃ハイキングを行うとともに、定期的に開催さ

れる地域工業展には、当社の製品を出展･紹介し地域社会と

のコミュニケーションの向上に努めています。また近隣の自

治会の方々には、工場見学を兼ねたＲＣ説明会を開催して安

全への取り組みや環境に配慮した製品を紹介する中で、安心

していただける工場作りを進めています。

　また、社会貢献としては、１９４２年に初代社長である浅野

八郎が建設費を寄付して「渋川町立浅野記念図書館」を設立

したというゆかりの深い経緯があり、市立図書館に視聴覚教

材のＤＶＤソフトを寄贈し市民の方々に喜んでいただいてい

ます。

　これらの活動を通じて地域社会により密着する中で、地域

の方々とのコミュニケーションの向上に努めています。

工場全景

地域工業展で製品紹介

DVDソフトを寄贈
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 安全表彰
　化学業界における自主的な保安・安全衛生の推進の
一環として、日化協では昭和５２年から、優れた安全活
動を実施し模範となる事業所を表彰してきました。平
成１２年からは、日化協・ＪＲＣＣの共催として、環境安全
委員会の安全表彰会議にて運営を行っています。今年

開会挨拶をする西出 JRCC事務局長

 安全シンポジウム
　６月２２日には「安全シンポジウム」が約１２０名の方々
の参加のもと開催されました。西出ＪＲＣＣ事務局長の開
会挨拶の後、受賞された各事業所長からそれぞれの事業
所の安全管理活動について発表が行われました。また、
第２部のパネルディスカッションは、『トップの役割を
中心として「いかにして無災害を継続するか」』のテー
マで各事業所の方をパネラーとして実施しました。その

は１７事業所から応募があり、安全表彰会議にて審査を
行い、特に優れた事業所を選定した後、安全表彰会議
の田村議長と事務局でそれぞれの事業所を訪問して、
更に詳しく具体的な活動内容等を調査しました。その
結果を基に安全表彰会議において、安全賞、安全努力
賞の受賞事業所を選定し、日化協理事会にて正式決定
しました。
　表彰は、日化協・ＪＲＣＣの米倉会長（住友化学㈱会
長）から、表彰状、盾、目録がそれぞれの受賞事業所
代表に授与されました。

安全賞 東レ株式会社　愛媛工場
安全努力賞 宇部興産株式会社　有機化学研究所

昭和高分子株式会社　龍野工場
昭和電工エレクトロニクス株式会社
和光純薬工業株式会社　三重工場

概要を紹介します。
　なお、活動事例の発表内容及びパネルディスカッショ
ンの内容は、日化協のホームページに掲載しましたので
是非ご覧ください。
http://www.nikkakyo.org/documentdetails.php3?catego
ry_id=278&document_id=2644

　平成２１年度の第３３回日化協・ＪＲＣＣ安全賞、安全努力賞が決定し、去る５月２８日にザ・プ
リンスパークタワー東京（港区芝公園）にて日化協の通常総会で表彰されました。また、６月
２２日には例年通り安全シンポジウムが発明会館（東京虎ノ門）にて開催されました。
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活動事例発表

・愛媛工場は瀬戸内海に隣接する工場で、１９３８年操業開始、主な製品は
アクリル、ポリエステル、ナイロン等の繊維類、炭素繊維等の複合材
料、水処理エレメントです。

・従業員数１２１１人、平成１２年より無災害を継続中であり、無災害継続日
数は３２７５日に達しています。

・工場長のもとに安全意識改革委員会、安全衛生委員会、衛生小委員会を組
織し、その下に現場毎に委員会を作り具体的な活動を推進しています。

・安全活動としては、ステップアップ３Z活動としてゼロ災害を目指す活
動や、EKR（エヒメ・キープ・ルール）運動として基本ルールの徹底を
目指しあいさつや安全コミュニケーションを職場横断的に推進する活動
を進めています。

・交通事故のなぜなぜ分析などを通しての交通安全活動や、安全サイクル
を回しての大型工事の安全活動にも取り組んでいます。

・「一人ひとりカケガエノナイヒト」を肝に銘じ、トップの率先垂範で、
弛まぬ努力を続けていきます。

・有機化学研究所は宇部興産の宇部地区にある研究所群の一つで、有機化
学を中心とした研究所です。

・環境安全管理組織としては最高責任者である執行役員の下に安全衛生委
員会等いくつかの委員会を設置し、コミュニケーションを図るため５〜
１５人程度の「少グループ」で活動しています。

・平成３年より無災害を継続しており、２００２年に第２６回安全努力賞を受
賞、今回で２回目の受賞となります。

・安全への取り組みとしては、ヒヤリハットの活用、安全についての技術
伝承のための熟練者による塾の開講、安全声かけ運動を進めています。
また、労働安全衛生マネジメントシステムを導入しリスク分析、リスク
管理を実施しています。

・今後も安全活動を継続し、スパイラルアップに向け一層活動を進めます。

・昭和高分子龍野工場は昭和電工の子会社で、不飽和ポリエステル樹脂、
ビニルエステル樹脂を製造しています。

・従業員は協力会社を含めて３３９人で、ベテランの退職により技術の伝承
が必要であること、多量の危険物を取扱う職場であること、バッチ生産
で、人手による作業が多いことが課題です。

・「モノづくりの原点は人づくり」であり、メイン工場としての自覚を一
人一人が持ち『熱意』『創意』『工夫』で環境の変化に即応できる活力
ある工場づくりを目指しています。

・安全活動としてヒヤリハットの活用、TPM活動により不安全活動・不
安全箇所の抽出と是正に取り組んでいます。

・安全に働ける職場づくりと人づくりを進め、「見直そう人も機械も中身
から」を合言葉に、社員一丸となり安全活動の更なるレベルアップを目
指しています。
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　事例紹介に引き続き行われたパ
ネルディスカッションでは、田村
安全表彰会議議長が司会を務めら
れ、事例発表をいただいた各事業
所長と日化協・豊田常務理事をパ
ネラーとして「いかに無災害を継
続するか」について討議していた
だきました。

・昭和電工エレクトロニクス株式会社は昭和電工千葉事業所の中にある昭
和電工の子会社で、主な製品はハードディスクおよびＬＥＤです。

・従業員数は社員３７６人、協力会社従業員５０１人で、その内２０１人がブラ
ジル日系人です。平均年齢は３４.８歳と若く、協力会社従業員の割合が多
いのが特徴です。

・統括安全衛生責任者である工場長の下に運営会議を設け、その下に安全
衛生委員会を設置し活動しています。１９８９年工場開設以来無災害を継
続中であり、無災害記録時間は１千数百万時間に達しています。

・特徴のある活動として、クロスファンクション活動と称する各部門を横
串にした様々な安全活動を進めています。

・健康増進活動としてメンタルヘルス、喫煙対策、生活習慣病対策にも取
り組んでおり、これからもスパイラルアップで安全衛生活動の向上に邁
進していきます。

・三重工場は１９８８年に臨床検査薬の専用工場としてスタートしました。
主要製品は臨床検査薬ですが、有機溶剤を小分けした試薬も生産してい
ます。従業員は１２６名で平均年齢は４０.３歳です。

・レスポンシブル・ケア活動の一環として安全衛生活動に取り組んでお
り、安全衛生管理方針のもとに目標、スローガンを設定し活動を推進し
ています。

・重点施策はゼロ災害運動の定着化、安全衛生職場懇談会の充実、交通災
害の撲滅、５S活動です。安全衛生管理体制として工場長の下に中央安
全衛生委員会、その下に各職場安全衛生委員会を設置しています。

・１９８９年から無災害を継続しており、無災害年数は２０年、無災害記録時
間は４０数万時間となります。

・安全巡視、ヒヤリハット、設備の安全対策、交通安全、防災対策等にも
取り組んでおり、引き続き無災害の記録更新に挑戦中です。

パネルディスカッション
　まず、各事業所長が会場からの質
問に対し安全に関するトップの思い
をどのように従業員の方々に伝えて
いるか、という点について、紹介い
ただきました。
　引き続き、非定常作業における安
全確保、ヒヤリハットの提出件数を
増やす工夫、協力会社の災害防止等に
ついても紹介していただきました。

　最後に、豊田常務より討議全体に
対する感想と表彰制度についての改
善検討の話があり、田村先生からは
人や組織の安全行動をトップガバナ
ンスにより如何に定着させていくか
が、今後、更に重要になるなどの全
体に対する講評と安全文化の構築によ
りさらなる安全成績の向上を期待する
といったコメントをいただきました。
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村田さん

　会員交流会は、JRCC 会員相互の情報交流を深めて、それぞれの RC 活動の更なる改
善につなげるため、毎年度２回開催しています。上期は大阪にて開催しています。
　平成２１年度上期会員交流会は 7 月１６日（木）にホテルモントレ大阪にて開催され、
関西地区の事業所の方を中心に約６０名が参加しました。
　交流会では、はじめに第３回 RC 賞の表彰式が行われ、その後受賞者から活動内容を
発表していただきました。
　引き続き「レスポンシブル・ケア活動について」「化学物質管理」「保安防災」「環境保全」

「労働安全衛生」の５つのテーマで分科会に分かれて討議を行いました。今回は分科会
の議論を活発化するために、事前に参加者が話し合いたい内容を調査して、座長、副座
長にお知らせしました。これによって座長の方も司会進行をスムーズに行うことができ、
今までより充実した議論ができたようです。
　分科会終了後の全体会議の場で、会員交流 WG の田代主査（住友化学）から、最近
の JRCC における活動内容の説明が行われました。

平成 21 年度上期
会員交流会を開催しました

開会挨拶
塩崎企画運営委員会幹事会主査

田代　会員交流WG主査

栗田さん 旭さん 佐々木さん 広瀬さん

全体会議

分科会▲▼

各分科会座長

分科会名	 座長	 副座長	 話題提供者
レスポンシブル・ケア活動について	 村田氏（住友化学）	 門野氏（花王）	 三浦氏（昭和電工）
化学物質管理	 栗田氏（東亞合成）	 木村氏（トクヤマ）	 福本氏（三洋化成工業）
保安防災	 旭　氏（住友精化）	 大村氏（三菱レイヨン）	 南方氏（花王）
環境保全	 佐々木氏（住友化学）	 橋本氏（昭和電工）	 辰巳氏（日本ペイント）
労働安全衛生	 広瀨氏（日本ペイント）	 松岡氏（三菱化学）	 鶴田氏（旭化成）
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気候変動問題へのＩＣＣＡの取り組み
　世界の化学産業界は、他産業に先駆けて、人々の健康
と安全および環境保護に配慮し、化学産業の持続的発展
を図るために、従来とは全く異なる新しい倫理規範を確
立し、事業活動の基本とした。これがレスポンシブル・
ケア（ＲＣ）活動である。ＲＣ活動は、１９８５年にカナダ
の化学工業協会（ＣＣＰＡ）が開始し、次いで１９８８年に
米国化学製造業協会（ＣＭＡのちにＡＣＣに改編）が導入
し、同時に我が国や欧州各国でも、導入が検討されてい
た。
　このように、世界的にＲＣ活動導入の気運が高まって
いた中で、１９９０年に各国の化学工業協会が集まって、
国際化学工業協会協議会（ＩＣＣＡ）を設立し、人々の健
康と安全および環境を守る活動をグローバルに実施し
ていくという声明を発表した。その活動の中心をなすの
がＲＣ活動であり、ＩＣＣＡ内にレスポンシブル・ケアリー
ダーシップグループ（ＲＣＬＧ）が組織され、またテクニ
カルアフェアーズグループ（ＴＡＧ）が技術的側面から
活動の支援を行った。
　ＲＣＬＧには、２００９年現在で世界の５３の国と地域の協
会が加盟してＲＣ活動を継続しているが、世界的な情勢
の変化から、ＩＣＣＡが緊急に対応すべき課題として、気
候変動問題と化学品管理活動の２つが浮上し、これらの
活動を強化するため、ＩＣＣＡは２００７年に組織改正を行っ
た。第一に、グローバル企業のＣＥＯからなるグローバ
ルストラテジーグループを新規に設け、理事会に意見を
直接述べることによって、ＩＣＣＡの活動の迅速化を図っ
た。第二として、ＴＡＧを廃止し、既存のＲＣＬＧに加え、
エネルギー政策と気候変動（Ｅ＆ＣＣ）および化学品政策・
健康（ＣＰ＆Ｈ）という新たなリーダーシップグループを
設けた。
　地球温暖化問題はグローバルな課題であり、国際社会
が一致して取り組むべき重要な課題となっている。この
問題への対応に関しては、各国、各産業部門で様々な努
力がなされているが、化学産業はエネルギーの大量消費
産業であると同時に、温室効果ガス排出削減に貢献する

様々な製品を提供しているというユニークな立場にあ
る。ＩＣＣＡ内にＥ＆ＣＣリーダーシップグループが設けら
れたのは、近年関心が高まっているこのグローバルな課
題に対して化学業界として適切に対応することが不可
欠と判断されたためである。また、このＥ＆ＣＣリーダー
シップグループは元々日本が設置を提唱した経緯もあ
り、議長も日本から出している。

Ｅ＆ＣＣリーダーシップグループの
活動とＬＣＡ報告書

　ＩＣＣＡのＥ＆ＣＣリーダーシップグループでは①政策、 
②ベンチマーキング、③ＬＣＡ、④広報の４つのタスク
フォースを設置し、それぞれの角度から、気候変動問題
に対する化学産業としての貢献及び対応のあり方を模
索している。ＬＣＡタスクフォースでは、化学製品の原
料採取から製品の使用・廃棄までの化学製品が関わる全
ての過程での温室効果ガス排出状況を詳細に分析する
と共に、化学産業が提供する製品のバリューチェーンを
通じての温室効果ガス排出量削減への貢献度を詳細に
定量化することにより、何が最も効率的な、そして効果
のある温室効果ガス削減対策であるかを考察した。
　このＬＣＡタスクフォースの研究プロジェクトは、世
界的な経営コンサルティング会社であるマッキンゼー
社に委託して昨年より実施していたものであるが、この
度その結果がまとまり、報告書『温室効果ガス削減に向
けた新たな視点』として公表された。ＩＣＣＡとしての国
際発表は、イタリアでのＧ８サミット、主要経済国フォー
ラム（ＭＥＭ）開催に合わせ７月７日にローマで行われ
た。これに引き続き、米国では７月９日にワシントン
の全米記者クラブでＡＣＣによるプレスリリースがあり、
日本では７月１０日に日化協による記者発表が行われ、
７月１３日には日化協の会員向け説明会が開催された。
　この研究ではまず、揃ったデータが入手可能な最新年
である２００５年を基準として、温室効果ガス排出量への
化学産業の影響を評価した。化学製品の製造段階のみな
らず、その原・燃料の採取から製品廃棄に至るまでの、
化学産業に関連する全ての温室効果ガス排出量を特定

　世界の化学産業を代表する団体である国際化学工業協会協議会（ＩＣＣＡ）は、地球温暖化問題の
原因として関心の高まっている温室効果ガスの排出削減に対して、世界の化学産業がどのように
貢献しているかについての報告書『温室効果ガス削減に向けた新たな視点』をとりまとめ、本年
７月に公表しました。この報告書の背景、内容のポイント、意義等を日化協技術部の田口淑朗部
長に説明してもらいました。
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図１　ｃＬＣＡを実施した化学製品利用分野と事例

すると共に、１００以上の化学製品利用事例について、化
学製品及び化学製品以外の次善代替策の全ライフサイ
クルに亘る温室効果ガス排出量を比較する炭素ライフ
サイクル分析（ｃＬＣＡ）を実施。化学製品の利用によっ
て可能となった温室効果ガス排出量の節減と、化学産
業に関連付けられる全ての排出量との比較を行った（図
１）。次いで、マッキンゼーのモデルによる２０３０年の
２つのシナリオを用いて、生産と使用の両フェーズにつ
いて温室効果ガス排出量がどう変化するかを分析した。
　原材料の採取から製造、使用及び廃棄に至る全ての過
程（即ち、｢ゆりかごから墓場まで｣の全ライフサイクル）
を通して、製品が環境に与える負荷の大きさを定量的

に整理、評価するＬＣＡの手法そのものはよく知られて
いる。通常、ライフサイクルアセスメント（Life Cycle 
Assessment）という言葉が使われるが、これについて
は既に国際規格ＩＳＯ１４０４０シリーズが制定されている。
環境負荷といっても、世の中には多種多様な環境負荷が
存在する。今回の研究では個別の化学製品利用事例の分
析はこれらの規格に沿って実施しているが、対象とする
環境負荷項目を温室効果ガスの排出量のみに絞ってい
ること及び研究の最終的な目的が通常のＬＣＡの枠を超
えていることもあり、誤解を避ける意味からも、敢えて
炭素ライフサイクル分析（carbon Life Cycle Analysis）
という用語を用いている。

・ 自動車の軽量化
・ 潤滑剤
・ 摩擦の低減
・ エンジン効率
・ 航空機の軽量化
・ 船舶燃料の削減
・ 建物の断熱
・ 冷蔵庫の断熱
・ 建築資材
・ 配管
・ 窓
・ 栄養補助飼料
・ 肥料及び作物保護
・ 保存
・ 食料生産効率
・ 食品包装
・ 買い物袋
・ 電子部品
・ 家庭用品
・ 業務用衣料
・ 織物
・ 低温洗剤
・ 地域暖房
・ 太陽光発電
・ 風力発電
・ CFL（電球型蛍光灯）照明
・ LED（発光ダイオード）照明

19
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2

輸　送

断　熱

建　築

農　業

包　装

消費財
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全体的な削減

ポテンシャル

製品分野（区分） 製品分野（下位区分） cLCA の事例数

＊ cLCA＝温室効果ガス（CO  e）のライフサイクル分析２

全 て のｃLCA は

エコ・インスティ

テュートにより外

部検証が行われた。

８分野102製品事例について評価

＊

＊HFC-23、HFC-32、HFC-125、HFC-143a、HFC-143a、HAFC-1521、HFC-227ea、HFC-236fa、HFC-4310mee、CF 、C F 、C F  、C F  、SF 
 温暖化係数（GWP）は IPCC1996 による。
出展：IEA、EPA、IPCC、WEF（“Contribution of the chemical industry to greenhouse-gas reduction” December 2007）, McKinsey analysis

化学産業に関連したライフサイクルでのCO  e 発生量は、33億トン　（2005年）
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4億トン

21億トン
33億トン

採取（原材料及び燃
料の調達に伴う排
出量）

生産（エネルギー起源の排
出量及びプロセス排出量）

廃棄（リサイクル・埋
め立て・焼却に伴う排
出量）

合計
化学製品のライフサイク
ルを通しての排出量

CO 以外の温室効果
ガス排出量

２

4 4 10 142 6 66

化学産業に由来するCO e 排出量（2005年）　2

２

＊

図２　化学産業に関連付けられる温室効果ガス排出量（２００５年）
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　本研究のｃＬＣＡに用いた化学製品利用事例について
は、ＬＣＡタスクフォースに参加した日米欧の化学会社
が情報提供を行い、そのデータや分析の前提、方法論等
の妥当性については、この分野で世界的評価のあるドイ
ツの科学ＮＧＯであるエコ・インスティテュートが第三
者評価を実施、評価意見書を寄せている。
　本報告書を要約すると、まず２００５年において世界の
化学産業が製品の製造段階で排出した温室効果ガスの
総量は２１億トンであるが、原材料や燃料の採取、使用
及び廃棄まで含めた、化学製品の全ライフサイクルを通
じて化学産業に関係付けられる温室効果ガスの総排出
量は３３億トンであった（図２）。今回の研究では、温室

効果ガスの総削減比率（Ｘ：１）と正味の削減量の二
つを温室効果ガス排出削減効果を評価するための指標
として用いている。前者は、対象となる化学製品以外の
次善代替手段を利用した場合に排出される（即ち、逆に
言えば、化学製品を利用することによって排出が削減で
きる）温室効果ガスの量と化学製品のライフサイクルを
通じて排出される温室効果ガスの量との比率である。ま
た、後者は化学製品利用によって達成される温室効果ガ
スの総削減量から化学製品の全ライフサイクルでの温
室効果ガス排出量を差し引いた値である（図３）。その
結果、２００５年時点で化学産業は他の産業や消費者に提
供する製品・技術を通じて、化学産業が直接的、間接的

総削減比率Ｘ：１　　と　　正味排出削減量

総削減比率（または、Ｘ：１） 正味の排出削減量

化学産業は、製品製造時１kg排出し、
「Ｘ」kgCO  e の削減に貢献する
例：2005年　　単位は10億CO  e トン

化学産業がなければ排出量は『Ｙ』増える

例：2005年　　単位は10億CO  e トン
2

2 2

化学産業の
排出量

現状の世界

の排出量

化学製品の幅広い

利用がない場合の

世界の排出量

1
46

46+Y
Y

X

総排出

削減量

研究結果は２つの指標を用いて表現する

c-LCA評価結果

Source: ICCA/Mckinsey analysis

MtCO  e 断熱
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海洋防汚
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車両軽量化
低温洗剤
エンジン効率化
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グリーンタイヤ
太陽電池
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１：１
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単位：百万トン

正確に計算できない製品

代替品が存在しない製品

肥料及び作物保護
を除いた場合

2

図３　今回の研究で用いた二つの評価指標

図４　ｃＬＣＡの評価結果（２００５年）
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に排出する温室効果ガスの２〜３倍の排出量節減を可
能にしていることが明らかになった。その効果は、排出
量節減の総量が大きなものから挙げれば、建物の断熱、
肥料・農薬、照明、プラスチック包装、船舶用防汚コー
ティング、合成繊維、自動車用プラスチック部材、低温
洗剤、エンジン効率向上及び管・パイプ用途向けプラ
スチックの順となった（図４）。また、本研究で用いた
２０３０年の最大削減努力シナリオ（生産・使用の両面で
積極的な排出改善を強力に推進した場合）によれば、排
出量節減と排出量の比は“４対１”以上に増加しうると
の結果が得られた（図５）。更に、現在研究が進められ
ている新技術のブレークスルーが成功すれば、今後それ
以上の貢献も期待できると結論付けている。
　報告書は、そのためには削減効果が大きい製品の普及
や革新的技術テーマの研究開発、開発途上国への技術移
転を促進するなど、コスト面やタイミングも考えた適切
な環境整備や政策的措置が重要であると指摘。化学産業
の削減貢献ポテンシャルを最大限に引き出し、低炭素経
済を実現するために必要な政策についても提言を行っ
ている。

今回のＬＣＡ報告書の意義
　地球温暖化問題については、今年１２月にコペンハー
ゲンで開催される国連気候変動枠組み条約（ＵＮＦＣＣＣ）
の第１５回締約国会議（ＣＯＰ１５）に向けて、ポスト京都
議定書の国際的な枠組み、削減目標などが議論されてい
る。日本国内においても、２０２０年に向けて日本の温室
効果ガス排出量削減の議論が活発に行われ、６月には麻
生総理大臣より、２００５年の温室効果ガス排出量に対し
て１５％の削減を実行するという日本の中期目標が公表

された。
　日本の化学工業界は、日化協を窓口として、これまで
製造におけるエネルギー利用効率の向上を目標に１９９７
年より経団連の環境自主行動計画に参画し、２００７年に
は１９９０年比で製造のエネルギー原単位の１６％向上を達
成するなどの努力をしてきた。また、更に今後世界にお
けるポスト京都の議論が進む中、日化協としての活動は
どうあるべきか議論を進めているところである。
　こうした製造プロセスを中心とした省エネルギー、温
室効果ガス排出削減の努力を今後も続けていくことは
当然であるが、日本全体で、またグローバルに、より大
きな削減を効果的に実現していくためには、個々のプロ
セスや事業所で完結する削減努力から、もう少し視点を
広げていくことが必要になってくる。その時に重要に
なってくるのが、製品のライフサイクル全体を通じての
温室効果ガス削減効果を見る視点と個々の削減手段の
コストと効果を比較して評価する視点である。
　今回ＩＣＣＡが公表した報告書『温室効果ガス削減に向
けた新たな視点』は、世界の化学産業が多量の温室効果
ガスを排出する一方で、社会全体の温室効果ガス排出削
減に大きく貢献していることを、製品のライフサイクル
を通じた分析によって客観的、定量的に示した。このよ
うな試みに率先して取り組んだのは、グローバルな産業
の中でも化学産業が初めてである。ｃＬＣＡの考え方と今
回得られた分析データを有効に活用し、今後の排出削減
対策の優先順位付け等に生かしていくことで、国や自治
体、企業や事業所、更には国民生活のレベルで進める温
暖化対策をより効率的・効果的なものとしていくことが
我々の課題となっていくであろう。

まとめ

総削減比率
＝総削減量／排出量

正味削減量
＝総削減量－排出量

単位：CO  e 億トン2

排出量

総削減量

2.1：1 2.7：1 4.2：1

33
69 36

2005 2030BAU 2030最大努力

173 108 207 157
65 50

化学製品が寄与するCO  e 削減の可能性の定量的推計2

図５　化学製品の温室効果ガス削減貢献の変化
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第１１回　アジア太平洋
レスポンシブル・ケア会議（ＡＰＲＣＣ）２００９
同時開催　ＩＣＣＡ　プロダクトスチュワードシップ　ワークショップ

アジア太平洋　レスポンシブル・ケア会議　2009

Asia Pacific Responsible Care Conference

The 11th

2009 TOKYO

Asia Pacific Responsible Care Conference Asia Pacific Responsible Care Conference

The 11th

Asia Pacific Responsible Care Conference

The 11th

The 11th

Asia Pacific Responsible Care Conference

The 11th

１０月１８日（日）　会場：春海
	 18:00	 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　APRO 会議		  APRO 会員

１０月１９日（月）　会場：ロイヤルホール東
	 9:00	 開会
		  ● 開会挨拶	 日本レスポンシブル・ケア協議会	 西出　徹雄
			   事務局長／
			   （社）日本化学工業協会　専務理事
		  ● 基調講演（１）	 未定	 未定
		  ● 基調講演（２）	 RCLG 副議長／ APRO 議長 	 塩崎　保美
	 9:50	 招待講演	 ACC	 Debra Phillips
	 10:40	 社会との対話
		  ●（仮題）日本の地域対話の歴史と現状そして課題	 熊本大学教授	 外川　健一
		  ● 昭和電工における地域コミュニケーション	 昭和電工㈱	 木村　真
		  ● 社会との対話：住民の知る権利	 NZCIC	 Barry S Dyer
		  ● 社会との対話：インドの例	 ICC	 Vijay Bukkawar
	 12:30	 昼食
	 13:30	 保安防災
		  ● Samsung Total の定量的リスクアセスメント	 Samsung Total 	 Kwon Bum Huh
			   Petrochemicals Co., Ltd.
		  ● 災害防止のための設備安全設計	 ScinoPharm ／ TRCA	 Freddie Yeh
		  ●（仮題）保安防災：課題と今後の展開	 東京大学名誉教授	 田村　昌三
	 15:30	 労働安全衛生
		  ● レスポンシブル・ケアの一環としての労働安全衛生	 ICC	 M.V.Rege
		  ● マレーシアでの労働安全衛生	 CICM	 Harminder Singh
		  ● 韓国での労働安全衛生	 Honam Petrochemical Corp.	 Youngsam Kong
		  ● 旭化成における化学物質による健康障害防止のための	 旭化成㈱	 鶴田　嚴一
		     リスク管理

　
ＡＰＲＣＣとは？

　APRCC は、Asia Pac i f i c  Respons ib le  Care 
Conference の略で、アジア太平洋地域で開催されるレ
スポンシブル・ケア活動の国際会議です。
　１９９５年に第１回が香港で開催され、第３回（１９９７年）
は東京で開催されました。その後アジア各国で持ち回り
で開催され、第１０回（２００７年）クアラルンプール（マ
レーシア）での開催に続いて、この度第１１回は東京で
の開催となりました。
　この会議を支えているのが、アジア太平洋レスポン
シブル・ケア機構（APRO ／ Asia Pacific Responsible 
Care Organization）で、１２ヵ国※の化学工業協会により
成り立っています。その中で日本が昨年４月から２年間
議長国の役割を担っていることから、日本レスポンシブ
ル・ケア協議会（JRCC）と、（社）日本化学工業協会（JCIA）
が APRCC を共催することになりました。

※ 日本、韓国、台湾、中国（AICM）、タイ、マレーシア、シンガポー
　 ル、フィリピン、インドネシア、インド、ニュージーランド、
　 オーストラリア

　持続可能な発展と日本の役割

　国際化学工業協会協議会（ICCA）は、レスポンシブ
ル・ケア世界憲章とグローバル・プロダクト・ストラテ
ジー（GPS）を積極的に推進しています。その背景のも
とで、レスポンシブル・ケア活動は、ICCA のレスポン
シブル・ケア　リーダーシップグループ（RCLG）を中
心として、世界の５３の国、地域で展開され、実践され
ています。アジア太平洋地域は、世界の中でも経済発展
及び化学産業の発展が最も著しい地域のひとつである
ことから、この地域でのレスポンシブル・ケア活動は極
めて重要です。
　日本の化学産業は、早くからレスポンシブル・ケア活
動に真摯に取り組み、マネジメントシステムや、化学物
質の安全性確保に、着実に成果を挙げてきています。ア
ジア太平洋の国、地域の人々との一体感を強め、日本の
化学産業の信頼を高めるためには、これらの成果を、日
本がリーダーシップを発揮して情報発信し、広く共有化
に努めることが重要と考えます。そして、現在及び将来
の課題について、国際会議の場で積極的に議論すること
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ICCA　プロダクトスチュワードシップ　ワークショップ

１０月２１日（水）　会場：ロイヤルホール東
	 9:00	 開会挨拶	 RCLG 副議長／ APRO 議長	 塩崎　保美
	 9:15	 GPS とは何か？ 何故、実施するのか？	 （社）日本化学工業協会	 小倉　正敏
		  ● ＩＣＣＡの紹介とＧＰＳ活動について
	 10:20	 プロダクトスチュワードシップ−何をすべきか？	 （社）日本化学工業協会	 佐々木　幸雄
		  ● ＩＣＣＡ ＰＳガイドラインの紹介
	 11:20	 化学物質のリスクをどのように評価し管理するか？	 住友化学㈱　	 佐藤　雅之
		  ● リスクの評価とリスク管理の紹介
	 12:30	 昼食
	 13:30	 リスクの評価とリスク管理のケーススタディ	 ダウ・ケミカル日本㈱	 今井　克己
		  ● 化学物質のリスクアセスメントと "Pizza Pan Case Study"		
	 15:00	 GPS/PS −現状とこれから− ICCA の GPS リスクアセ	 （社）日本化学工業協会	 庄野　文章
		  スメントガイドライン
		  ● 情報収集と共有化のフレームワーク、ベースセット情報
		  　とリスク評価
	 16:00	 総括	 CP&H CB-TF/ 三菱化学㈱	 松田　潔
			 

＊プログラムの内容・講演時間については、今後変更の可能性があります。
APRCCの情報、参加登録

URL  http://www.nikkakyo.org/ から APRCC ボタンをクリック

１０月２０日（火）　会場：ロイヤルホール東
	 9:30	 レスポンシブル・ケアと RC マネジメント
		  ● タイでのレスポンシブル・ケア活動の現状とこれから	 RCMCT/CIC/FTI	 Chalermsak 
				    Karnchanawarin
		  ● マレーシアでのレスポンシブル・ケア活動	 CICM	 Sorbi Ahmad
		  ● インドネシアでの持続可能なＲＣ検証	 KN-RCI	 Frank Moniaga
		  ● フィリピンでのレスポンシブル・ケア活動	 SPIK	 Teresita Cprpus
		  ● 中国でのレスポンシブル・ケアの実施状況	 AICM	 Johnny Kwan
	 12:00	 昼食
	 13:30	 会長挨拶	 日本レスポンシブル・ケア協議会	 米倉　弘昌
			   ／（社）日本化学工業協会
	 14:00	 温暖化ガス削減
		  ● 地球温暖化に対する化学産業の対応	 （社）日本化学工業協会	 吉清　元造
		  ● 気候変動に対するＬＧ化学の戦略省エネルギー	 LG Chem., Ltd.	 In Park
		  ● 旭化成のＬＣＡによる化学製品からの温室効果ガス	 旭化成㈱	 中橋　順一
		  　排出量評価
		  ● 花王の温室効果ガス削減	 花王㈱	 柳田　康一
	 16:10	 化学品安全
		  ● 住友化学の化学品安全管理の取組み	 住友化学㈱	 坂田　信以
		  ● 三井化学の化学品安全管理の取組み	 三井化学㈱	 高橋　　正
		  ● 三菱化学の化学品安全管理の取組み（仮題）	 三菱化学㈱	 原田　靖之
		  ● 化学物質管理の仕組み等についての概要	 富士フイルム㈱	 中井　泰史
	 18:30	 夕食会　会場：ロイヤルホール西

が、アジア太平洋地域全体のレベル向上と、持続可能な
発展に貢献すると期待されます。

　プロダクトスチュワードシップ

　化学物質の安全性管理においては、GPS に明記され
ている通り、化学製品のリスク評価を行い、その評価結
果を下流ユーザー業界に伝達し、製造、物流、消費、廃
棄の全ての工程でリスク管理を実行するという、「プロ
ダクトスチュワードシップ」の徹底が必要です。このた

め、ICCA 化学品政策と健康リーダーシップグループの
キャパシティ・ビルディング　タスクフォースと RCLG
が、APRCC に引き続いてプロダクトスチュワードシッ
プのワークショップを共同開催し、何をすべきか、どの
ように管理するのかといった疑問にお答えします。
　多数の方々のご参加をお待ちしております。

　APRCC の情報、参加登録は下記の URL へ
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☆会員動向（会員数：１００社　２００９年７月末現在）

☆行事予定

９月２９～３０日	 ＲＣＬＧ会議（モスクワ）　

１０月１９～２１日	 ＡＰＲＣＣ２００９（東京）　　

１１月上旬	 地域対話（川崎地区）

１１月２９日	 地域対話（山口西地区）
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●● 編集後記を書いている 7月末になっても、未だ九州北部、中国四国・近畿・東

海地方は梅雨明けにならず、というより集中豪雨で多くの方々が被害に遭っている

状況です。関東地方もこれで梅雨明けしたのかなと思うようなうっとうしい日が続

いています。

●● 本号では気候変動問題で世界の化学業界が協力して、化学業界が取り組むべき

温室効果ガス削減の方向性を示した報告書について、その背景から報告書の概要ま

でをまとめました。是非熟読いただきたいと思います。

表紙写真：チョウゲンボウ
撮影：新井　洸三
（元ＪＲＣＣ職員）




